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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第66期

第２四半期連結
累計期間

第67期
第２四半期連結
累計期間

第66期
第２四半期連結
会計期間

第67期
第２四半期連結
会計期間

第66期

会計期間 

 
自　平成21年
　　１月１日
至　平成21年
　　６月30日

 

 
自　平成22年
　　１月１日
至　平成22年
　　６月30日

 

 
自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　６月30日

 

 
自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　６月30日

 

 
自　平成21年
　　１月１日
至　平成21年
　　12月31日

 

売上高 （千円） 25,238,11922,818,80911,900,11811,572,41549,799,992

経常利益 （千円） 1,443,9421,340,106407,186 722,0582,981,387

四半期（当期）純利益 （千円） 663,376 724,244 298,761 407,5231,901,784

純資産額 （千円） － － 29,781,23332,367,52630,814,429

総資産額 （千円） － － 65,117,72462,588,17563,200,016

１株当たり純資産額 （円） － － 540.83 599.63 559.54

１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 12.05 13.30 5.43 7.54 34.54

潜在株式調整後

１株当たり四半期

（当期）純利益

（円） 12.05 13.30 5.43 7.54 34.53

自己資本比率 （％） － － 45.7 51.7 48.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 2,126,2073,622,730 － － 4,057,375

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △498,906△1,097,655 － － △2,228,140

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,351,183△3,054,549 － － △2,416,278

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） － － 16,433,80815,153,57915,415,332

従業員数 （名） － － 1,627 1,392 1,576

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

 　　２　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。   

 

３【関係会社の状況】

　連結子会社であるオカベマンパワー㈱は平成22年４月30日に解散し、平成22年７月７日に清算結了しております。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（名） 1,392(490)

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（名） 545 (73)

　（注）１　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の平均雇用人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、つぎのとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)　

建設関連製品事業 3,619,961 +12.2

自動車関連製品事業 1,340,521 +58.2

ホテル事業 － －

その他の事業 248,257 +3.6

合計 5,208,739 +20.8

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

４　事業の種類別セグメントの主要な内容は、つぎのとおりであります。

建設関連製品事業……仮設・型枠製品、土木製品、構造機材製品の製造販売業務および建材商品の販売業務

自動車関連製品事業…自動車関連製品の製造販売業務

ホテル事業　　………ホテル経営業務

その他の事業　………不動産、損害保険代理店、ＯＡ機器販売、海洋資材製品の製造販売および米国における

釣り用錘製品の製造販売等の各業務

(2) 受注状況

　当社および連結子会社は、建設関連製品事業、自動車関連製品事業、その他の事業の海洋資材製品および米国にお

ける釣り用錘製品の製造販売業務において見込み生産を行っており、その一部について受注形態をとっております

が、重要性がないため記載を省略しております。

(3) 販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、つぎのとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

建設関連製品事業 8,409,087 △11.3

自動車関連製品事業 1,587,796 +36.3

ホテル事業 1,304,281 +62.8

その他の事業 271,250 △40.7

合計 11,572,415 △2.8

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３　事業の種類別セグメントの主要な内容は、つぎのとおりであります。

建設関連製品事業……仮設・型枠製品、土木製品、構造機材製品の製造販売業務および建材商品の販売業務

自動車関連製品事業…自動車関連製品の製造販売業務

ホテル事業　　………ホテル経営業務

その他の事業　………不動産、損害保険代理店、ＯＡ機器販売、海洋資材製品の製造販売および米国における

釣り用錘製品の製造販売等の各業務 

EDINET提出書類

岡部株式会社(E01412)

四半期報告書

 4/37



２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

 　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)経営成績の分析

　当第２四半期連結会計期間(平成22年４月１日～平成22年６月30日)におけるわが国経済は、アジア向けを中心と

した輸出の回復などにより、企業収益に回復の兆しが見られたものの、雇用・所得環境の先行き不透明感から、個人

消費の低迷が続く厳しい状況で推移いたしました。 

当社グループの主な需要先であります建設業界におきましても、当第２四半期連結会計期間において着工床面積

が回復に転じたものの、依然として低い水準に留まるなど、厳しい環境となりました。

このような経営環境のなか、当社グループは、新製品「アコーディ」(木造住宅用接合部強化工法)の販売を開始

するとともに、営業担当者を対象とした構造機材製品の研修制度を充実させるなど、中期的に高い成長が見込まれ

る事業分野の発展・強化に取り組んでまいりました。

また、前連結会計年度に引き続き、役員報酬の減額、一時休業の実施、生産・物流拠点の統廃合など、全社的なコス

ト削減を徹底し、収益確保に努めてまいりました。　

    以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は115億７千２百万円(前年同期比2.8％減)、営業利益は７億４

千２百万円(前年同期比95.8％増)、経常利益は７億２千２百万円(前年同期比77.3％増)、四半期純利益は４億７百

万円(前年同期比36.4％増)となりました。

    事業別の売上高につきましては、建設関連製品事業は84億９百万円(前年同期比11.3％減)、自動車関連製品事業は

15億８千７百万円(前年同期比36.3％増)、ホテル事業は13億４百万円(前年同期比62.8％増)、その他の事業は２億

７千１百万円(前年同期比40.7％減)となりました。

  　所在地別の売上高につきましては、日本は84億１千７百万円(前年同期比12.3％減)、北米は28億８千７百万円(前

年同期比34.5％増)、その他は２億６千７百万円(前年同期比77.7％増)となりました。

 

(２)財政状態の分析

　①　資産

　　　流動資産は主に売上債権の減少により前連結会計年度末に比べ14億１千１百万円減少し、356億２千３百万円とな

りました。

　　　固定資産は主に定期預金の設定などにより前連結会計年度末に比べ８億円増加し、269億６千４百万円となりまし

た。

　②　負債

　　　流動負債は主に短期借入金の減少により前連結会計年度末に比べ27億５千万円減少し、190億７千９百万円となり

ました。

　　　固定負債は主に長期借入金の増加により前連結会計年度末に比べ５億８千５百万円増加し、111億４千１百万円と

なりました。

　③　純資産

　　　純資産は前連結会計年度末に比べ15億５千３百万円増加し、323億６千７百万円となりました。また、自己資本比率

は前連結会計年度末に比べ2.9ポイント増加し51.7％となりました。

 

 　   以上の結果、総資産額は前連結会計年度末に比べ６億１千１百万円減少し、625億８千８百万円となりました。

 

(３)キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フローに係る収入20

億２千万円、投資活動によるキャッシュ・フローに係る収入２億４千５百万円、財務活動によるキャッシュ・フ

ローに係る支出18億８百万円となったことなどにより、前第２四半期連結会計期間末と比べ12億８千万円減少(当

第１四半期連結会計期間末比６億２百万円増加)し、151億５千３百万円となりました。
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　①　営業活動によるキャッシュ・フロー 

　　　営業活動によるキャッシュ・フローにおける収入は、20億２千万円となりました(前年同四半期は13億６千７百万

円の収入)。主な要因は、その他流動負債の増加によるものであります。

　②　投資活動によるキャッシュ・フロー 

　　　投資活動によるキャッシュ・フローにおける収入は、２億４千５百万円となりました(前年同四半期は３億５千２

百万円の収入)。主な要因は、投資有価証券の売却による収入の減少によるものであります。

　③　財務活動によるキャッシュ・フロー 

　　　財務活動によるキャッシュ・フローにおける支出は、18億８百万円となりました(前年同四半期は６億１千６百万

円の支出)。主な要因は、短期借入金の返済による支出によるものであります。

 

(４)事業上および財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた重要な課題はありません。

　

　なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）はつぎのとおりであります。

 

　当社は、平成22年１月26日開催の取締役会において、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に

関する基本方針（会社法施行規則第118条第３号に定義されるものをいい、以下「基本方針」といいます。）ならび

に基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み（会社法施行規則第118条第３号ロ）のひとつとして、当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（以

下、「本プラン」といいます。）を継続することを決議し、平成22年３月26日開催の第66期事業年度に係る定時株主

総会の議案として上程し、株主の承認を得た上で発効いたしました。

 

　(1)　本プランに関する基本的な考え方

　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定

の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保

・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模

買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えております。

　ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることがで

きない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当

社グループの価値を十分に反映しているとはいえないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるた

めに必要な情報が十分に提供されないものもありえます。

　そのような提案に対して、当社は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のために、必要な

時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えております。

 

(2)　基本方針の実現に資する特別な取り組み

①　中期経営計画

　当社は、企業価値および株主価値の向上をより具体的に実践するため定期的に中期経営計画を策定して

おり、時間とともに変遷する事業環境やユーザーニーズなどの変化を吸収するため適宜修正を加えなが

ら、設備投資、人材育成、財務バランス等々に注意を払いつつ果敢に経営課題に挑戦しております。

　平成21年12月期から平成23年12月期までの３事業年度を対象とした中期経営計画（以下、

「Plan-Seeds-2011」といいます。）では、経営目標および経営課題として５つの重点施策を定めました。

これらの重点施策を着実に実行することにより、企業価値の向上に邁進してまいります。

「Plan-Seeds-2011」において掲げる重点施策は以下のとおりであります。

(ⅰ)建設関連製品事業における、構造機材製品への経営資源集中

(ⅱ)自動車関連製品事業における、新市場および新製品分野の開拓

(ⅲ)金属加工技術の社内育成と、金属加工分野におけるM＆Aの実施

(ⅳ)海洋資材事業における環境保護活動、水産資源育成活動の推進

(ⅴ)自社株買いの実施による株主還元
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②　コーポレートガバナンスへの取り組み

　企業価値の確保および向上にあたって、経営の執行状況を極力透明化しこれを監視するシステムが必要

であると認識しておりますが、その一環として当社は、平成19年３月29日開催の第63回定時株主総会にお

いて、取締役の経営責任のより一層の明確化と経営環境の変化に迅速に対応する体制を整備するため、取

締役の任期を従来の２年から１年へ短縮いたしました。また、取締役の報酬体系はこれまで以上に業績連

動型に変更するため、役員退職慰労金制度を廃止いたしました。なお、これらに先立ち平成13年３月より執

行役員制度を導入して、経営の意思決定と業務執行のそれぞれの効率化と迅速化に取り組んでおります。

　また、経営の意思決定機関であると同時に取締役相互の牽制機能を有する取締役会を原則として月１回

以上開催するとともに、別途、役付取締役で構成する常務会を開催し、経営上重要な案件の進捗状況を把握

しております。この他、原則として週１回開催している部門責任者会議では、複数の部門にまたがる業務執

行の効率化を促進するとともに、社会的規範への適合性の観点からも常に必要な検討を加えております。

　当社の監査役会は社外監査役２名を含む３名（本四半期報告書提出日現在）で構成し、コーポレートガ

バナンスをより実効あるものとするため取締役会に出席しております。また、取締役社長と定期的な連絡

会を開催し広く意見交換するとともに、他の重要な会議への出席および稟議書をはじめとする社内文書の

閲覧を実施し、必要に応じて取締役以外の者に説明を求めるなど、業務執行全般にわたって効率的な監査

業務を行っております。

　また、当社は取締役社長の直轄部門として、内部統制システム全般を担当する内部監査室を設置し、監査

機能の充実を図っております。さらに、常設組織として役付取締役を委員長とする、コンプライアンス委員

会を設置しており、全社員を対象とした法令遵守の啓蒙活動を実施しております。

　

(3)　本プランの概要

①　対象となる大規模買付等

　本プランは以下の(ⅰ)または(ⅱ)に該当する当社株式等の買付けまたはこれに類似する行為（ただし、

当社取締役会が承認したものを除きます。かかる行為を以下「大規模買付等」といいます。）がなされる

場合を適用対象といたします。大規模買付等を行い、または行おうとする者（以下「買付者等」といいま

す。）は、予め本プランに定められる手続きに従わなければならないものといたします。

(ⅰ) 当社が発行者である株式等（注１）について、保有者（注２）の株式等保有割合（注３）が20％

以上となる買付け

(ⅱ) 当社が発行者である株式等（注４）について、公開買付け（注５）に係る株式等の株式等所有割

合（注６）およびその特別関係者（注７）の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け

 

②　「意向表明書」の当社への事前提出

　買付者等におきましては、大規模買付等の実行に先立ち、当社取締役会に対して、当該買付者等が大規模

買付等に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「意向表明

書」といいます。）を当社の定める書式により日本語で提出していただきます。

具体的には、「意向表明書」には、以下の事項を記載していただきます。

(ⅰ) 買付者等の概要

(イ)氏名または名称および住所または所在地

(ロ)代表者の役職および氏名

(ハ)会社等の目的および事業の内容

(ニ)大株主または大口出資者（所有株式または出資割合上位10名）の概要

(ホ)国内連絡先

(ヘ)設立準拠法

(ⅱ) 買付者等が現に保有する当社の株式等の数および意向表明書提出前60日間における買付者等の当

社の株式等の取引状況

(ⅲ) 買付者等が提案する大規模買付等の概要（買付者等が大規模買付等により取得を予定する当社の

株式等の種類および数ならびに大規模買付等の目的（支配権取得もしくは経営参加、純投資もしく

は政策投資、大規模買付等の後の当社の株式等の第三者への譲渡等または重要提案行為等（注８）

その他の目的がある場合にはその旨および内容。なお、目的が複数ある場合にはそのすべてを記載し

ていただきます。）を含みます。）
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③　「本必要情報」の提供

　上記②の「意向表明書」をご提出いただいた場合には、買付者等におきましては、以下の手順に従い、当

社に対して、大規模買付等に対する株主の皆様のご判断のために必要かつ十分な情報（以下「本必要情

報」といいます。）を日本語で提供していただきます。

  まず、当社は、買付者等に対して、「意向表明書」を提出していただいた日から10 営業日（注９）（初

日不算入）以内に、当初提出していただくべき情報を記載した「情報リスト」を上記②(ⅰ)(ホ)の国内連

絡先に発送いたしますので、買付者等には、かかる「情報リスト」に従って十分な情報を当社に提出して

いただきます。

　また、上記の「情報リスト」に従い買付者等から提供していただいた情報では、大規模買付等の内容およ

び態様等に照らして、株主の皆様のご判断および当社取締役会の評価・検討等のために不十分であると当

社取締役会が合理的に判断する場合には、当社取締役会が別途請求する追加の情報を買付者等から提供し

ていただきます。

　なお、大規模買付等の内容および態様等にかかわらず、以下の各項目に関する情報は、原則として「情報

リスト」の一部に含まれるものといたします。

(ⅰ) 買付者等およびそのグループ（共同保有者（注10）、特別関係者およびファンドの場合は各組合

員その他の構成員を含みます。）の詳細（沿革、具体的名称、資本構成、事業内容、財務内容、役員の氏

名および職歴等を含みます。）

(ⅱ) 大規模買付等の目的（「意向表明書」において開示していただいた目的の詳細）、方法および内

容（経営参画の意思の有無、大規模買付等の対価の種類および金額、大規模買付等の時期、関連する

取引の仕組み、買付予定の株式等の数および買付等を行った後における株式等所有割合、大規模買付

等の方法の適法性を含みます。）

(ⅲ) 大規模買付等の対価の算定根拠（算定の前提事実、算定方法、算定に用いた数値情報および大規模

買付等に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容、算定の際に第三者の意見

を聴取した場合における当該第三者の名称、意見の概要および当該意見を踏まえて金額を決定する

に至った経緯を含みます。）

(ⅳ) 大規模買付等の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます。）の具体的名称、調達方

法および関連する取引の内容を含みます。）

(ⅴ) 大規模買付等に際しての第三者との間における意思連絡の有無および意思連絡がある場合はその

内容および当該第三者の概要

(ⅵ) 買付者が既に保有する当社の株式等に関する貸借契約、担保契約、売戻契約、売買の予約その他の

重要な契約または取決め（以下「担保契約等」といいます。）がある場合には、その契約の種類、契

約の相手方および契約の対象となっている株式等の数量等の当該担保契約等の具体的内容

(ⅶ) 買付者等が大規模買付等において取得を予定する当社の株式等に関し担保契約等の締結その他第

三者との間の合意の予定がある場合には、予定している合意の種類、契約の相手方および契約の対象

となっている株式等の数量等の当該合意の具体的内容

(ⅷ) 大規模買付等の後における当社および当社グループの経営方針、事業計画、資本政策および配当政

策

(ⅸ) 大規模買付等の後における当社の従業員、労働組合、取引先、顧客および地域社会その他の当社に

係る利害関係者の処遇等の方針

(ⅹ) 当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策

　なお、当社は、当社取締役会が買付者等から大規模買付等の提案がなされた事実とその概要および本必要

情報の概要その他の情報のうち株主の皆様のご判断に必要であると認められる情報がある場合には、適切

と判断する時点で開示いたします。

　また、当社は、当社取締役会が買付者等による本必要情報の提供が十分になされたと認めた場合には、そ

の旨を買付者等に通知（以下「情報提供完了通知」といいます。）するとともに、速やかにその旨を開示

いたします。
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④　取締役会評価期間の設定等

　当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、大規模買付等の評価の難易度等に応じて、以下の(ⅰ)ま

たは(ⅱ)の期間（いずれも初日不算入）を当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成および代替案立

案のための期間（以下「取締役会評価期間」といいます。）として設定いたします。

(ⅰ) 対価を現金(円価)のみとする公開買付けによる当社全株式等を対象とする公開買付けの場合には

最大60日間

(ⅱ) その他の大規模買付等の場合には最大90日間

　ただし、上記(ⅰ)(ⅱ)いずれにおいても、取締役会評価期間は取締役会および独立委員会が合理的に必要

と認める場合には延長できるものとし、その場合は、具体的延長期間および当該延長期間が必要とされる

合理的な理由を買付者等に通知すると共に株主の皆様に開示いたします。また、延長の期間は最大30日間

といたします。

　当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部専門家等の助言を得ながら、買付

者等から提供された本必要情報を十分に評価・検討し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の

観点から、買付者等による大規模買付等の内容の検討等を行うものといたします。当社は、当社取締役会が

これらの検討等を通じて、大規模買付等に関する当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、買付者

等に通知するとともに、適時かつ適切に株主の皆様に開示いたします。また、必要に応じて、買付者等との

間で大規模買付等に関する条件・方法について交渉し、さらに当社取締役会として、株主の皆様に代替案

を提示することもあります。

　

(4)　大規模買付行為に対する対抗措置の発動および停止等

①　対抗措置の発動等

　当社取締役会が発動する対抗措置としては、原則として、新株予約権（以下「本新株予約権」といいま

す。）の無償割当てを行うことといたします。本プランにおいては、対抗措置の発動等にあたって、当社取

締役会の恣意的判断を排除するため、独立委員会規定に従い当社社外取締役、当社社外監査役、または社外

の有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士もしくは学識経験者またはこれらに準

じる者）で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した者のみから構成される独立委員会（以下「独立委

員会」といいます。）の勧告を最大限尊重するとともに、株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより

透明性を確保することとしております。

　当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重するものとし、かかる勧告を踏まえて当社の企業価値・

株主共同の利益の確保・向上という観点から速やかに対抗措置の発動または不発動の決議を行うものと

いたします。

　当社取締役会は上記の決議を行った場合には、その内容が対抗措置の発動であるか不発動であるかを問

わず、速やかに当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について情報開示を行います。

 

②　対抗措置の発動の停止等

　当社取締役会は対抗措置の発動を決議した後または発動後においても、(ⅰ)買付者等が大規模買付等を

中止した場合または(ⅱ)対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等に変動が生じ、か

つ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点から発動した対抗措置を維持することが相

当でないと考えられる状況に至った場合には、独立委員会の勧告を最大限に尊重し、対抗措置の中止また

は発動の停止を決定することがあります。

　当社取締役会は上記決議を行った場合、速やかに当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する

事項について情報開示を行います。 

　

(5)　株主・投資家に与える影響等

①　本プランの導入時に株主・投資家に与える影響

　本プランの導入時には、本新株予約権の発行自体は行われません。従って、本プランがその導入時に株主

および投資家の皆様の有する当社株式に係る法的権利および経済的利益に対して直接具体的な影響を与

えることはありません。
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②　対抗措置発動時に株主・投資家に与える影響

　当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、本新株予約権の無償割当てを行う場合には、別途定める割当て

期日における株主名簿に記録された株主の皆様に対し、その保有する株式１株につき本新株予約権１個を

上限とした割合で、本新株予約権が無償にて割り当てられます。このような仕組み上、本新株予約権の無償

割当て時においても、株主および投資家の皆様が保有する当社株式１株当たりの経済的価値の希釈化は生

じるものの保有する当社株式全体の経済的価値の希釈化は生じず、また当社株式１株当たりの議決権の希

釈化は生じないことから、株主および投資家の皆様の有する当社株式に係る法的権利および経済的利益に

対して直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。

　ただし、買付者等につきましては、この対抗措置の発動により、結果的に法的権利または経済的利益に何

らかの影響が生じる場合があります。

 

③　本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続き

　本新株予約権の割当て期日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様は、当該新株予約権の無償

割当ての効力発生日において、当然に新株予約権者となるため、申込みの手続きは不要となります。

　また、当社が取得条項を付した新株予約権取得の手続きをとる場合には、買付者等以外の株主の皆様にお

かれては、新株予約権の行使価格相当の金銭を払い込むことなく、当社による新株予約権取得の対価とし

て当社株式を受領することになるため、当該新株予約権に関する払込み等の手続きは不要となります。

　以上のほか、割当て方法、行使の方法および当社による取得の方法等の詳細については、本新株予約権の

無償割当てに関する当社取締役会の決議が行われた後、当社は、その手続きの詳細に関して、適用ある法令

および金融商品取引所規則に基づき、適時かつ適切に開示または通知を行いますので、当該開示または通

知の内容をご確認下さい。

 

(6)　本プランの有効期間、継続および廃止

　本プランの有効期間は、平成24年３月開催予定の定時株主総会終結の時までとなります。

　ただし、かかる有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更または廃止の決議が

なされた場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更または廃止されるものといたします。また、当

社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、

本プランはその時点で廃止されるものといたします。

　

(注)１　金融商品取引法第27条の23第１項に規定される「株券等」を意味するものとします。以下別段の定めがない

限り同じとします。なお、本プランにおいて引用される法令等に改正（法令名の変更や旧法令等を継承する新

法令等の制定を含みます。）があった場合には、本プランにおいて引用される法令等の各条項は、当社取締役会

が別途定める場合を除き、当該改正後においてこれらの法令等の各条項を実質的に継承する法令等の各条項に

読み替えられるものとします。

２　金融商品取引法第27条の23第１項に規定される保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含まれる者を含

みます。

３　金融商品取引法第27条の23第４項に規定される「株券等保有割合」を意味するものとします。以下同じとし

ます。

４　金融商品取引法第27条の２第１項に規定される「株券等」を意味するものとします。以下(ⅱ)において同じ

とします。

５　金融商品取引法第27条の２第６項に定義されます。以下同じとします。

６　金融商品取引法第27条の２第８項に規定される「株券等保有割合」を意味するものとします。以下同じとし

ます。

７　金融商品取引法第27条の２第７項に定義される特別関係者をいいます。ただし、同項第１号に掲げる者につ

いては、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除きま

す。以下同じとします。

８　金融商品取引法第27条の26第１項、金融商品取引法施行令第14条の８の２第１項、および株券等の大量保

有の状況の開示に関する内閣府令第16条に規定される重要提案行為等をいいます。以下別段の定めがない限り

同じとします。

９　営業日とは、行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる日以外の日をいいます。以下同じとしま

す。 

10　金融商品取引法第27条の23第５項に定義される共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなさ

れると当社取締役会が認めた者を含みます。以下同じとします。

　

(５)研究開発活動

   　　 当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、114,612千円であります。

EDINET提出書類

岡部株式会社(E01412)

四半期報告書

10/37



    　　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

  当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除

却などについて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却などの計

画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月11日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 55,152,63255,152,632
東京証券取引所

(市場第一部)
単元株式数　100株

計 55,152,63255,152,632 ― ―

　（注）　提出日現在発行数には、平成22年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

　　　　された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び同第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権の状況

平成17年３月30日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在
(平成22年６月30日)

新株予約権の数(個) 141

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 282,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 398(注)１、２

新株予約権の行使期間
自　平成19年４月１日

至　平成23年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　398(注)２

資本組入額　　199(注)２

新株予約権の行使の条件

新株予約権を有する者は、新株予約権の行使時において当

社もしくは当社の子会社または関連会社の取締役、執行役

員、監査役もしくは従業員でなければなりません。ただし

任期満了による退任、定年による退職その他正当な理由の

ある場合にはこの限りではありません。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するも

のとします。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１　当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合には、つぎの算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、つ

ぎの算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。ただし、平成14年４月１

日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使、または新株予約権の行使による場合は払込金額

の調整は行いません。

    
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式数から当社が保有する普通株式にか

かる自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株

式数」に読み替えるものとします。

　上記の他、発行日以降、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これら

の場合に準じ、払込金額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で、払込金額は適切に調整されるものと

します。

２　平成17年11月18日付をもって普通株式１株につき２株の株式分割を、平成17年12月７日付で公募増資および

平成17年12月15日付で第三者割当増資を行っております。これらにより新株予約権の目的となる株式の数およ

び新株予約権の行使時の払込金額ならびに新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及

び資本組入額を調整し記載しております。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成22年４月１日～

　平成22年６月30日
－ 55,152,632 － 6,884,238 － 6,012,083　

　　

                                                                                                
             

（６）【大株主の状況】

 平成22年６月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

小林産業株式会社 大阪府大阪市西区南堀江２丁目７－４ 5,754 10.43

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 3,295 5.97

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３　　　　　　　 2,388 4.32

株式会社みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

東京都千代田区内幸町１丁目１－５

（東京都中央区晴海１丁目８－12）
2,355 4.26

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 2,230 4.04

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 1,542 2.79

岡部　和子 東京都江東区 1,004 1.82

岡部協力会社持株会 東京都墨田区向島４丁目21－15 914 1.65

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 909 1.64

第一生命保険株式会社

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）　

東京都千代田区有楽町１丁目13－１

（東京都中央区晴海１丁目８－12）
870 1.57

計 － 21,263 38.55

　（注）１　上記のほか、自己株式が1,173千株あります。

　　　　２　住友信託銀行株式会社およびその共同保有者である日興アセットマネジメント株式会社から、平成22年７月７日

付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成22年６月30日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している

旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができ

ませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

住友信託銀行株式

会社
大阪府大阪市中央区北浜４丁目５－33　 株式　2,671,700 4.84

日興アセットマネ

ジメント株式会社
東京都港区赤坂９丁目７－１ 株式　　126,300 0.23
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
　（自己保有株式）

　普通株式  1,173,500
－ －

完全議決権株式（その他）
  普通株式

 53,965,900
539,659 －

単元未満株式
  普通株式　　　　　　　　

 13,232
－ １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 55,152,632 － －

総株主の議決権 － 539,659 －

　（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式57株が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式） 

岡部株式会社

東京都墨田区押上二丁目

８番２号
1,173,500－ 1,173,500 2.13

計 － 1,173,500－ 1,173,500 2.13

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 320 316 368 392 394 375

最低(円) 296 297 308 345 346 341

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）および前第２四半期連結累計期

間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連

結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）および当第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日

から平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）および前第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表ならびに当第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）および当第

２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法

人大手門会計事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,153,579 15,415,332

受取手形及び売掛金 14,030,982 15,933,425

有価証券 999,252 －

商品及び製品 2,427,965 2,620,809

仕掛品 740,821 812,537

原材料及び貯蔵品 1,337,050 1,374,222

その他 964,000 917,263

貸倒引当金 △30,036 △38,014

流動資産合計 35,623,615 37,035,576

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 10,669,736 10,880,393

機械装置及び運搬具（純額） 2,074,175 2,083,862

土地 4,269,238 3,687,157

その他（純額） 1,501,706 2,051,453

有形固定資産合計 ※1
 18,514,856

※1
 18,702,866

無形固定資産

のれん 756,703 794,944

その他 1,058,476 1,489,372

無形固定資産合計 1,815,180 2,284,316

投資その他の資産

投資有価証券 3,278,145 3,256,850

その他 3,710,909 2,317,849

貸倒引当金 △354,531 △397,443

投資その他の資産合計 6,634,523 5,177,256

固定資産合計 26,964,560 26,164,440

資産合計 62,588,175 63,200,016
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,452,451 5,073,379

信託未払金 6,663,161 7,421,044

短期借入金 4,520,900 7,390,762

未払法人税等 411,405 198,669

賞与引当金 77,819 60,497

その他 2,953,539 1,685,474

流動負債合計 19,079,276 21,829,828

固定負債

長期借入金 7,123,294 6,415,893

退職給付引当金 1,874,515 1,936,628

その他 2,143,562 2,203,236

固定負債合計 11,141,372 10,555,758

負債合計 30,220,649 32,385,586

純資産の部

株主資本

資本金 6,884,238 6,883,502

資本剰余金 6,014,575 6,013,839

利益剰余金 21,812,098 21,080,974

自己株式 △385,665 △17,959

株主資本合計 34,325,246 33,960,356

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △160,581 △173,037

為替換算調整勘定 △1,797,138 △2,972,889

評価・換算差額等合計 △1,957,720 △3,145,926

純資産合計 32,367,526 30,814,429

負債純資産合計 62,588,175 63,200,016
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 25,238,119 22,818,809

売上原価 18,079,906 16,334,067

売上総利益 7,158,212 6,484,741

販売費及び一般管理費 ※1
 5,713,761

※1
 5,129,586

営業利益 1,444,451 1,355,155

営業外収益

受取利息 61,029 16,511

受取配当金 29,067 26,865

投資有価証券売却益 61,572 －

為替差益 － 33,480

スクラップ売却収入 － 32,078

その他 54,336 43,587

営業外収益合計 206,006 152,523

営業外費用

支払利息 201,692 161,954

その他 4,824 5,618

営業外費用合計 206,516 167,572

経常利益 1,443,942 1,340,106

特別利益

固定資産売却益 203 665

貸倒引当金戻入額 41,518 29,478

関係会社株式売却益 － 48,677

関係会社清算益 124,886 －

その他 1,987 0

特別利益合計 168,596 78,821

特別損失

固定資産処分損 18,516 193,232

過年度退職給付費用 25,319 －

ゴルフ会員権評価損 53,022 －

その他 4,058 1,173

特別損失合計 100,917 194,406

税金等調整前四半期純利益 1,511,621 1,224,521

法人税、住民税及び事業税 871,158 528,799

法人税等調整額 △21,243 △28,521

法人税等合計 849,915 500,277

少数株主損失（△） △1,670 －

四半期純利益 663,376 724,244
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 11,900,118 11,572,415

売上原価 8,710,336 8,221,720

売上総利益 3,189,781 3,350,695

販売費及び一般管理費 ※1
 2,810,469

※1
 2,607,986

営業利益 379,312 742,709

営業外収益

受取利息 18,246 6,278

受取配当金 13,551 16,763

投資有価証券売却益 61,572 －

スクラップ売却収入 － 18,442

その他 29,893 20,932

営業外収益合計 123,265 62,417

営業外費用

支払利息 93,750 73,256

その他 1,641 9,812

営業外費用合計 95,391 83,068

経常利益 407,186 722,058

特別利益

固定資産売却益 22 1

貸倒引当金戻入額 33,546 17,511

関係会社株式売却益 － △225

関係会社清算益 124,886 －

その他 65 0

特別利益合計 158,521 17,287

特別損失

固定資産処分損 2,522 186,844

ゴルフ会員権評価損 53,022 －

その他 △212 1,173

特別損失合計 55,332 188,017

税金等調整前四半期純利益 510,375 551,328

法人税、住民税及び事業税 225,459 164,128

法人税等調整額 △6,648 △20,324

法人税等合計 218,811 143,804

少数株主損失（△） △7,197 －

四半期純利益 298,761 407,523
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,511,621 1,224,521

減価償却費 790,208 745,715

賞与引当金の増減額（△は減少） △65,627 17,322

貸倒引当金の増減額（△は減少） △150,351 △50,890

退職給付引当金の増減額（△は減少） 87,887 △42,861

受取利息及び受取配当金 △90,097 △43,377

支払利息 201,692 161,954

有形固定資産売却損益（△は益） － 136,727

関係会社清算損益（△は益） △124,886 －

売上債権の増減額（△は増加） 4,754,706 2,027,898

たな卸資産の増減額（△は増加） 223,371 346,750

仕入債務の増減額（△は減少） △3,083,747 △884,861

その他の流動負債の増減額（△は減少） △129,634 348,607

その他の固定負債の増減額（△は減少） △215,845 △33,907

未払消費税等の増減額（△は減少） △155,135 27,176

その他 19,787 71,220

小計 3,573,949 4,051,998

法人税等の支払額 △1,447,741 △429,267

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,126,207 3,622,730

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △1,000,000

有価証券の取得による支出 － △4,000,000

有価証券の売却による収入 － 4,000,000

有形固定資産の取得による支出 △1,719,848 △1,422,868

無形固定資産の取得による支出 △33,225 △8,950

投資有価証券の取得による支出 △2,384,928 －

投資有価証券の売却による収入 3,629,009 －

保険積立金の積立による支出 － △206,005

保険積立金の払戻による収入 － 183,315

ゴルフ会員権の売却による収入 － 200,165

子会社株式の取得による支出 △84,080 －

関係会社の整理による収入 138,386 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ ※2
 1,010,480

利息及び配当金の受取額 87,401 47,738

その他 △131,621 98,469

投資活動によるキャッシュ・フロー △498,906 △1,097,655
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 13,018,274 7,477,918

短期借入金の返済による支出 △13,092,480 △7,717,696

長期借入れによる収入 3,430,000 1,050,000

長期借入金の返済による支出 △3,776,310 △3,019,167

自己株式の取得による支出 － △367,706

配当金の支払額 △590,394 △275,481

利息の支払額 △233,466 △182,150

その他 △106,806 △20,266

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,351,183 △3,054,549

現金及び現金同等物に係る換算差額 473,193 273,015

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 749,311 △256,457

現金及び現金同等物の期首残高 15,698,660 15,415,332

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △14,163 △5,295

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 16,433,808

※1
 15,153,579
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

 　連結の範囲に関する事項の変更　　 (1)連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間において、連結子会社である香港岡部有限公司の

全株式を売却したため、第１四半期連結会計期間の期首に同社およびその子

会社である明興投資有限公司、惠州高爾夫球場有限公司を連結の範囲から除

外しております。

　また、当第２四半期連結会計期間において、連結子会社であるオカベマンパ

ワー株式会社は清算により連結の範囲から除外しましたが、当第２四半期連

結累計期間の損益計算書については連結しております。

(2)変更後の連結子会社の数　13社　

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　１　前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて掲記しておりました「為替差益」は、その金

額が営業外収益の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。な

お、前第２四半期連結累計期間の「為替差益」は7,365千円であります。

　２　前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて掲記しておりました「スクラップ売却収

入」は、その金額が営業外収益の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記すること

としました。なお、前第２四半期連結累計期間の「スクラップ売却収入」は16,713千円であります。　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　１　前第２四半期連結累計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて掲記しておりまし

た「有形固定資産売却損益」は、その重要性にかえりみ、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することとしまし

た。なお、前第２四半期連結累計期間の「有形固定資産売却損益」は476千円であります。

　２　前第２四半期連結累計期間において、投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて掲記しておりまし

た「保険積立金の積立による支出」は、その重要性にかえりみ、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することと

しました。なお、前第２四半期連結累計期間の「保険積立金の積立による支出」は△6,253千円であります。

　３　前第２四半期連結累計期間において、財務活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて掲記しておりまし

た「自己株式の取得による支出」は、その重要性にかえりみ、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することとし

ました。なお、前第２四半期連結累計期間の「自己株式の取得による支出」は△43千円であります。

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結貸借対照表関係）

　前第２四半期連結会計期間において、区分掲記していた「建設仮勘定」は、その重要性にかえりみ、当第２四半期連

結会計期間より有形固定資産の「その他」に含めて掲記することとしました。なお、当第２四半期連結会計期間の

「建設仮勘定」は45,522千円であります。

（四半期連結損益計算書関係）

　前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて掲記しておりました「スクラップ売却収

入」は、その金額が営業外収益の総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記すること

としました。なお、前第２四半期連結会計期間の「スクラップ売却収入」は6,585千円であります。 　
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　たな卸資産の評価方法 　たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ、正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３　繰延税金資産および繰延税金負債の

算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境および一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前

連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを

利用する方法によっております。 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

　税金費用の計算 　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算す

る方法を採用しております。 

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、14,044,887千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、15,376,898千円で

あります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

はつぎのとおりであります。

従業員給与及び手当 1,558,660千円

賞与引当金繰入額 67,775〃

役員賞与引当金繰入額 28,650〃

退職給付費用 137,745〃

貸倒引当金繰入額 10,712〃

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

はつぎのとおりであります。

従業員給与及び手当 1,462,414千円

賞与引当金繰入額 60,343〃

退職給付費用 130,500〃

貸倒引当金繰入額 2,587〃

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

はつぎのとおりであります。

従業員給与及び手当 743,247千円

賞与引当金繰入額 67,775〃

役員賞与引当金繰入額 8,760〃

退職給付費用 69,025〃

貸倒引当金繰入額 11,782〃

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

はつぎのとおりであります。

従業員給与及び手当 731,045千円

賞与引当金繰入額 60,343〃

退職給付費用 67,475〃

貸倒引当金繰入額 4,951〃
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）
　

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

　※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年6月30日現在）　

現金及び預金 16,433,808千円

現金及び現金同等物 16,433,808千円

　

　※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年6月30日現在）

現金及び預金 15,153,579千円

現金及び現金同等物 15,153,579千円

　
――――――

　

※２  当第２四半期連結累計期間に株式の売却により連結

子会社でなくなった会社の資産および負債の主な内訳

      香港岡部有限公司の株式の売却により同社およびそ

の子会社である明興投資有限公司、惠州高爾夫球場有

限公司が連結子会社でなくなったことに伴う売却時の

資産および負債の内訳ならびに香港岡部有限公司株式

の売却価額と売却による収入はつぎのとおりでありま

す。

　   

流動資産 179,864千円

固定資産 1,314,114〃

流動負債 △35,025〃

固定負債 △271,219〃

為替換算調整勘定 △55,881〃

株式売却益 48,677〃

香港岡部有限公司株式の売却価額 1,180,530千円

３社の現金及び現金同等物 △170,050〃

差引：香港岡部有限公司株式の

売却による収入 
1,010,480千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）および当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　

至　平成22年６月30日）

１　発行済株式の種類および総数

普通株式　　　　55,152,632株 

 

２　自己株式の種類および株式数

普通株式　　　　 1,173,557株

 

３　新株予約権等に関する事項

　　　　該当事項はありません。
　　 

４　配当に関する事項

 　(1) 配当金支払額
 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年３月26日

定時株主総会
普通株式 275,356 5.00平成21年12月31日平成22年３月29日利益剰余金

 

 　(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年７月30日

取締役会
普通株式  269,895 5.00平成22年６月30日平成22年９月６日 利益剰余金

 

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　該当事項はありません。  

 

（有価証券関係）

記載すべき事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

記載すべき事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

 
建設関連
製品事業
(千円)

自動車関連
製品事業
(千円)

ホテル事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高        

(1) 外部顧客に

対する売上高
9,476,0461,165,229801,269457,57211,900,118－ 11,900,118

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － 11,42911,429(11,429) －

計 9,476,0461,165,229801,269469,00211,911,548(11,429)　11,900,118

営業利益又は

営業損失(△)
442,833　△52,452△1,941△9,126379,312 (－) 379,312

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

 
建設関連
製品事業
(千円)

自動車関連
製品事業
(千円)

ホテル事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高        

(1) 外部顧客に

対する売上高
8,409,0871,587,7961,304,281271,25011,572,415－ 11,572,415

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － 11,28811,288(11,288) －

計 8,409,0871,587,7961,304,281282,53811,583,704(11,288)　11,572,415

営業利益 434,292　247,79243,82416,800742,709 (－) 742,709

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日)

 
建設関連
製品事業
(千円)

自動車関連
製品事業
(千円)

ホテル事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高        

(1) 外部顧客に

対する売上高
19,882,5162,537,8171,732,1401,085,64425,238,119－ 25,238,119

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － 25,22325,223(25,223) －

計 19,882,5162,537,8171,732,1401,110,86725,263,342(25,223)25,238,119

営業利益又は

営業損失(△)
1,338,6771,195△6,824111,4031,444,451(－) 1,444,451

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

 
建設関連
製品事業
(千円)

自動車関連
製品事業
(千円)

ホテル事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高        

(1) 外部顧客に

対する売上高
16,733,6162,991,0802,227,755866,35722,818,809－ 22,818,809

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － 22,79522,795(22,795) －

計 16,733,6162,991,0802,227,755889,15222,841,604(22,795)22,818,809

営業利益又は

営業損失(△)
818,267419,897△45,673162,6631,355,155(－) 1,355,155
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　（注) １　事業区分の方法

　当社の事業区分の方法は、売上集計単位を基準とし、製品等の使用目的、販売方法等の類似性を考慮して、セグ

メンテーションしております。

２　各事業の主要な内容

前第２四半期連結累計期間　

建設関連製品事業……仮設・型枠製品、土木製品、構造機材製品の製造販売業務および建材商品の販売業務

自動車関連製品事業…自動車関連製品の製造販売業務

ホテル事業　　………ホテル経営業務

その他の事業　………不動産、損害保険代理店、ＯＡ機器販売、海洋資材製品の製造販売、米国における釣り用

錘製品の製造販売および中国におけるゴルフ場運営等の各業務

　

当第２四半期連結累計期間　

建設関連製品事業……仮設・型枠製品、土木製品、構造機材製品の製造販売業務および建材商品の販売業務

自動車関連製品事業…自動車関連製品の製造販売業務　

ホテル事業　　………ホテル経営業務

その他の事業　………不動産、損害保険代理店、ＯＡ機器販売、海洋資材製品の製造販売および米国における

釣り用錘製品の製造販売等の各業務　

　　　　　　　　　　　なお、香港岡部有限公司およびその子会社である明興投資有限公司、惠州高爾夫球場有限公司を

第１四半期連結会計期間の期首より連結の範囲から除外しているため、従来その他の

事業の主要な内容に含めておりました中国におけるゴルフ場運営等の各業務は除外

しております。

３　会計処理の方法の変更

前第２四半期連結累計期間　

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によっておりました

が、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）により算定しております。この変更によるセグメント情報に与える影響は軽微であ

ります。

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。この変更によ

り、当第２四半期連結累計期間の営業利益が、自動車関連製品事業で34,949千円、その他の事業で482千円それ

ぞれ減少しております。

（リース取引に関する会計基準等）

第１四半期連結会計期間より、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号　平成５年６月17日、

平成19年３月30日改正)および「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16号　平

成６年１月18日、平成19年３月30日改正)を早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る会計処理に変更しております。

この変更によるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

４　追加情報 

　前第２四半期連結累計期間

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　第１四半期連結会計期間より、当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、機械装置の耐用年数の

見直しを行っております。この変更によるセグメント情報に与える影響は軽微であります。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

 
日本
(千円)

北米
(千円)

その他
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高                         

(1) 外部顧客に

対する売上高
9,601,9302,147,784150,40311,900,118 － 11,900,118

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
32,899 － － 32,899(32,899) －

計 9,634,8302,147,784150,40311,933,017(32,899) 11,900,118

営業利益又は

営業損失(△)
431,76512,555△65,008379,312 (－) 379,312

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

 
日本
(千円)

北米
(千円)

その他
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高                         

(1) 外部顧客に

対する売上高
8,417,1072,887,985267,32311,572,415 － 11,572,415

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
27,542 － － 27,542(27,542) －

計 8,444,6502,887,985267,32311,599,958(27,542) 11,572,415

営業利益 392,682317,78132,245742,709 (－) 742,709

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日)

 
日本
(千円)

北米
(千円)

その他
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高                         

(1) 外部顧客に

対する売上高
20,372,1024,524,838341,17725,238,119 － 25,238,119

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
43,694 － － 43,694(43,694) －

計 20,415,7974,524,838341,17725,281,813(43,694) 25,238,119

営業利益又は

営業損失(△)
1,453,29888,245△97,0911,444,451 (－) 1,444,451

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

 
日本
(千円)

北米
(千円)

その他
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高                         

(1) 外部顧客に

対する売上高
17,192,3165,114,127512,36522,818,809 － 22,818,809

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
66,635 － － 66,635(66,635) －

計 17,258,9515,114,127512,36522,885,444(66,635) 22,818,809

営業利益 907,344390,35557,4551,355,155 (－) 1,355,155
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　（注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によります。

２　各区分に属する主な国又は地域

前第２四半期連結累計期間　

北米……米国、カナダ

その他…中国、イタリア

　

当第２四半期連結累計期間

北米……米国、カナダ

その他…イタリア

　なお、香港岡部有限公司およびその子会社である明興投資有限公司、惠州高爾夫球場有限公司を第１四半期

連結会計期間の期首より連結の範囲から除外しているため、従来その他の区分に属する主な国又は地域に含

めておりました中国は除外しております。

３　会計処理の方法の変更

　前第２四半期連結累計期間　

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によっておりまし

たが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年

７月５日）が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。この変更によるセグメント情報に与える影響は

軽微であります。

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。この変

更により、当第２四半期連結累計期間の営業利益が、北米で34,949千円減少し、営業損失が、その他で482千円

増加しております。

（リース取引に関する会計基準等）

第１四半期連結会計期間より、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号　平成５年６月17

日、平成19年３月30日改正)および「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16

号　平成６年１月18日、平成19年３月30日改正)を早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る会計処理に変更してお

ります。この変更によるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

４　追加情報 

前第２四半期連結累計期間　　　

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　第１四半期連結会計期間より、当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、機械装置の耐用年数

の見直しを行っております。この変更によるセグメント情報に与える影響は軽微であります。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

 北米(千円) その他(千円) 計(千円)

Ⅰ　海外売上高 1,900,078 386,942　　　　　　　　 2,287,021　

Ⅱ　連結売上高         11,900,118

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合
16.0％ 3.2％ 19.2％

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

 北米(千円) その他(千円) 計(千円)

Ⅰ　海外売上高 2,463,697 689,999　　　　　　　　 3,153,696　

Ⅱ　連結売上高         11,572,415

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合
21.3％ 6.0％ 27.3％

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日)

 北米(千円) その他(千円) 計(千円)

Ⅰ　海外売上高 3,984,141 890,446 4,874,588

Ⅱ　連結売上高         25,238,119

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合
15.8％ 3.5％ 19.3％

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

 北米(千円) その他(千円) 計(千円)

Ⅰ　海外売上高 4,392,699 1,233,739 5,626,438

Ⅱ　連結売上高         22,818,809

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合
19.3％ 5.4％ 24.7％

　（注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によります。

２　各区分に属する主な国又は地域

北米……米国、カナダ

その他……メキシコ、ブラジル、中国、イタリア他　

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年12月31日）

１株当たり純資産額 599.63円 １株当たり純資産額 559.54円

２　１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 12.05円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
12.05円

１株当たり四半期純利益金額 13.30円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
13.30円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 663,376 724,244

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 663,376 724,244

期中平均株式数（株） 55,056,783 54,466,752

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 16,226 1,115

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

 

  －

 

  －
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 5.43円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
5.43円

１株当たり四半期純利益金額 7.54円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
7.54円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 298,761 407,523

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 298,761 407,523

期中平均株式数（株） 55,065,404 54,022,674

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

 

  －

 

  －

　

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成22年７月30日開催の取締役会において、平成22年６月30日現在における株主名簿記載の株主につぎのとおり

中間配当金を支払うことを決議しました。

１　中間配当による配当金の総額　　　　　　　　 　　269,895千円

２　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５円

３　支払請求の効力発生日および支払開始日　　　平成22年９月６日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月10日

岡部株式会社

取締役会　御中

監査法人　大手門会計事務所

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 植木　暢茂　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 根本　芳男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている岡部株式会社の平成

21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月

30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、岡部株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態、同日を

もって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月９日

岡部株式会社

取締役会　御中

監査法人　大手門会計事務所

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 植木　暢茂　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 根本　芳男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている岡部株式会社の平成

22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月

30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、岡部株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態、同日を

もって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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